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前書き 

  
 
本行政評価・監視は、我が国が直面する地方創生・人口減少克服といった構造的な課題に

対して、国と地方が総力を挙げて取り組むことが求められている中、我が国の人口移動の現

状やこれまで講じられてきた地域活性化（地域再生、都市再生、中心市街地活性化等）施策

の実施状況、国の支援施策の活用状況、効果の発現状況等を調査し、関係行政の改善に資す

るために実施したものである。
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